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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期

第１四半期
連結累計期間

第18期
第１四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自　2023年３月１日
至　2023年５月31日

自　2024年３月１日
至　2024年５月31日

自　2023年３月１日
至　2024年２月29日

売上収益 (千円) 1,676,002 2,339,073 7,330,186

税引前四半期(当期)利益 (千円) 271,927 462,945 1,574,727

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益

(千円) 200,490 334,228 1,161,035

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(千円) 200,490 444,633 1,177,694

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 3,965,248 5,086,763 4,251,405

総資産額 (千円) 5,997,545 7,969,164 6,939,128

基本的１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 12.65 21.23 73.41

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 12.53 21.06 72.70

親会社所有者帰属持分比率 (％) 66.1 63.8 61.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △19,454 157,308 1,255,266

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △276,132 △140,011 △331,578

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 299,350 △21,499 △599,043

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,929,599 4,246,278 4,250,479
 

(注) １．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS会計基準」または「IFRS」という。)により作成した要約四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表に基づいております。

３．当社は、2023年11月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第17期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益を算定しており

ます。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

2024年３月に株式会社FunClockの発行するすべての株式を取得し、同社を連結子会社としております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況及び経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。なお、

当社グループは当第１四半期連結会計期間より、従来の日本基準に替えてIFRS会計基準を適用しており、前第１四半

期連結累計期間及び前連結会計年度の数値もIFRS会計基準ベースに組み替えて比較・分析を行っております。

 
(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2024年３月１日～2024年５月31日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症がほぼ収束したこと等により、経済社会活動の正常化が進み、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

 

一方、足元ではウクライナ情勢に伴う地政学リスクの長期化や、原材料・エネルギー価格の高騰などにより、イン

フレ懸念が高まっております。これに伴い金融資本市場や景気の先行きは依然として不透明なものとなっておりま

す。このような状況の中、IT社会は発展を続けており、デジタル技術の進展・普及に伴い企業の生産性向上や競争力

強化を目的とした、IT・DX関連のニーズが高まっていることから、IT投資需要は堅調に推移しております。ITインフ

ラストラクチャに特化した事業を展開する当社グループは、エンタープライズ顧客の拡大と深耕、先端技術分野へ注

力しながら事業を推進してまいりました。

 

この結果、IFRS会計基準に準拠した当第１四半期連結累計期間の業績は、売上収益は2,339,073千円（前年同期比

39.6%増）、営業利益は450,962千円（前年同期比64.2%増）、税引前四半期利益は462,945千円（前年同期比70.2%

増）、四半期利益は334,228千円（前年同期比66.7%増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は334,228千円（前年

同期比66.7%増）となりました。

 
 (2) 財政状態の分析

①資産、負債及び資本の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末と比較して1,030,035千円増加し7,969,164千円となり

ました。その主な要因は、のれんが577,472千円、営業債権及びその他の債権が171,283千円増加したこと等による

ものです。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して194,677千円増加し2,882,400千円となりま

した。その主な要因は、社債及び借入金（非流動）が150,646千円、その他の流動負債が85,956千円増加した一方、

未払法人所得税が168,214千円減少したこと等によるものです。

 
（資本）

当第１四半期連結会計期間末の資本は、前連結会計年度末と比較して835,358千円増加し5,086,763千円となりま

した。その主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が334,228千円増加、自己株式の

処分により310,375千円増加したこと等によるものです。
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②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は157,308千円（前年同四半期は19,454千円の支出）となりました。これは主に税引

前四半期利益の計上462,945千円、減価償却費及び償却費の計上42,693千円があった一方、法人所得税の支払額

294,366千円等があったことによるものです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は140,011千円（前年同四半期は276,132千円の支出）となりました。これは主に子

会社の取得による支出が95,992千円あった一方、保険積立金の解約による収入が57,192千円等があったことによる

ものです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は21,499千円（前年同四半期は299,350千円の獲得）となりました。これは主に長期

借入れによる収入が100,000千円あった一方、短期借入金の返済による支出17,000千円、長期借入金の返済による支

出71,339千円等があったことによるものです。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,800,000

計 28,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年７月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,899,000 15,899,000
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は100株であります。 

計 15,899,000 15,899,000 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には2024年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当第１四半期会計期間において以下の新株予約権を発行しております。

(第５回新株予約権(有償新株予約権)の発行)

決議年月日 2024年４月18日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社従業員　　　141名

当社子会社取締役　2名

当社子会社従業員　8名

新株予約権の数（個）　※ 1,336(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数（株）　※
普通株式　133,600(注)１

新株予約権の発行価額（円） １個当たり1,600円

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 3,870円(注)２

新株予約権の行使期間　※ 2027年６月１日～2034年４月17日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）　※

発行価格　　3,870

資本組入額　1,935（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項　※
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議を要するもの

とする

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項　※
（注）６

 

※新株予約権の発行時（2024年４月18日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。
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調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新株発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
 

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り上げるものとする。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限

度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

① 新株予約権者は、2027年２月期または2028年２月期のいずれかの事業年度において、当社の連結損益計算

書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書、以下同様。）及び連結キャッシュ・フロー計

算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成していない場合にはキャッシュ・フロー計算書、以下同

様。）から算出されるのれん償却費控除前営業利益が、2,900百万円を超過した場合にのみ、これ以降本新

株予約権を行使することができる。なお、上記におけるのれん償却費控除前営業利益の判定に際しては、

適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の連結損益

計算書及びキャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会

が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値

の調整を行うことができるものとする。加えて、当該連結損益計算書に本新株予約権に係る株式報酬費用

が計上されている場合には、これによる影響を排除した本新株予約権に係る株式報酬費用及びのれん償却

費控除前営業利益をもって判定するものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の割当日から2026年２月28日までの期間において、当社または当社関係会社

の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正

当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５．新株予約権の取得に関する事項

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総会の承

認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途

定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、（注）４に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった

場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該新株予約権を

無償で取得することができる。

６．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収合併、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合に

おいては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　　再編対象会社の普通株式とする。
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　③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）１に準じて決定する。

　④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後行使価額に③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

　⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日か

ら、上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　（注）３に準じて決定する。

　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

　⑧ その他新株予約権の行使の条件

上記（注）４に準じて決定する。

　⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記（注）５に準じて決定する。

　⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年３月１日～
2024年５月31日
（注）

6,400 15,899,000 344 601,766 344 551,766

 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2024年２月29日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2024年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 224,700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,663,000
156,630

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

単元未満株式
普通株式

4,900
― ―

発行済株式総数 15,892,600 ― ―

総株主の議決権 ― 156,630 ―
 

（注）単元未満株式欄には、当社所有の自己株式68株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2024年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
株式会社ボード
ルア

東京都港区麻布台１
丁目３番１号

224,700 ― 224,700 1.4

計 ― 224,700 ― 224,700 1.4
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」

(以下「IAS第34号」という。)に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2024年３月１日から2024年

５月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年３月１日から2024年５月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み

当社は、要約四半期連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には会計基準

等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、監査法人と緊密に連携し、情報収集を行うとともに、監査法人等

各種団体の主催する会計関連セミナーに積極的に参加し、会計基準等の変更等について適切かつ的確に対応しており

ます。

 
４．IFRS会計基準に基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができる体制の整備

当社は、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把握を行っておりま

す。また、IFRS会計基準に準拠したグループ会計方針書を作成し、IFRS会計基準に基づいて連結財務諸表等を適正に

作成することができる体制の整備を行っております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：千円)

 注記
移行日

(2023年３月１日)
前連結会計年度
(2024年2月29日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年５月31日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  3,925,835 4,250,479 4,246,278

営業債権及びその他の債権  707,286 950,979 1,122,263

その他の金融資産 11 9,076 7,876 77,221

その他の流動資産  131,087 146,145 184,331

流動資産合計  4,773,286 5,355,481 5,630,095

     

非流動資産     

有形固定資産  30,633 235,695 238,220

使用権資産  － 366,512 364,152

のれん  215,484 546,730 1,124,203

無形資産  72 － －

その他の金融資産 11 184,313 270,451 534,356

繰延税金資産  15,698 61,729 51,519

その他の非流動資産  222,316 102,527 26,617

非流動資産合計  668,519 1,583,647 2,339,069

資産合計  5,441,805 6,939,128 7,969,164
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(単位：千円)

 注記
移行日

(2023年３月１日)
前連結会計年度
(2024年2月29日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年５月31日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  52,988 64,336 76,921

社債及び借入金 11 176,274 233,163 294,106

リース負債  26,123 135,832 201,789

未払法人所得税  227,690 330,973 162,758

引当金  29,893 2,797 －

その他の流動負債  774,942 962,421 1,048,377

流動負債合計  1,287,912 1,729,523 1,783,953

     
非流動負債     
社債及び借入金 11 384,141 585,519 736,166

リース負債  5,283 299,968 289,460

その他の金融負債  － 67 －

引当金  2,229 72,644 72,820

非流動負債合計  391,653 958,199 1,098,447

負債合計  1,679,566 2,687,723 2,882,400

資本     

資本金  599,361 601,421 601,766

資本剰余金  554,782 556,842 632,800

利益剰余金  2,574,837 3,735,873 4,070,101

自己株式  △272 △700,355 △389,980

その他の資本の構成要素  33,530 57,623 172,075

親会社の所有者に帰属する持分合
計

 3,762,239 4,251,405 5,086,763

資本合計  3,762,239 4,251,405 5,086,763

負債及び資本合計  5,441,805 6,939,128 7,969,164
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

 注記
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
　至　2023年５月31日)

 
当第１四半期連結累計期間

(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

売上収益 ９ 1,676,002  2,339,073

売上原価  1,107,530  1,467,422

売上総利益  568,472  871,651

     

販売費及び一般管理費  295,617  420,734

その他の収益  1,840  45

営業利益  274,694  450,962

     

金融収益  －  14,769

金融費用  2,766  2,785

税引前四半期利益  271,927  462,945

     

法人所得税費用  71,437  128,717

四半期利益  200,490  334,228

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  200,490  334,228

四半期利益  200,490  334,228

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円）  12.65  21.23

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 10 12.53  21.06
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 

(単位：千円)

 注記
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

 
当第１四半期連結累計期間

(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

四半期利益  200,490  334,228

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

 －  110,405

その他の包括利益合計  －  110,405

四半期包括利益  200,490  444,633

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  200,490  444,633

四半期包括利益  200,490  444,633
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分  

      その他の資本の構成要素  

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

新株予約権

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
で測定す
る金融資
産の公正
価値の純
変動

合計
資本
合計

期首残高  599,361 554,782 2,574,837 △272 2,109 31,420 33,530 3,762,239

四半期利益  － － 200,490 － － － － 200,490

その他の包括利
益

 － － － － － － － －

四半期包括利益  － － 200,490 － － － － 200,490

新株予約権の行
使

 204 204 － － － － － 409

株式報酬取引  － － － － 2,109 － 2,109 2,109

所有者との
取引額等合計

 204 204 － － 2,109 － 2,109 2,519

四半期末残高  599,566 554,987 2,775,328 △272 4,219 31,420 35,639 3,965,248
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当第１四半期連結累計期間(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分  

      その他の資本の構成要素  

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

新株予約権

その他の
包括利益
を通じて
公正価値
で測定す
る金融資
産の公正
価値の純
変動

合計
資本
合計

期首残高  601,421 556,842 3,735,873 △700,355 9,543 48,080 57,623 4,251,405

四半期利益  － － 334,228 － － － － 334,228

その他の包括利
益

 － － － － － 110,405 110,405 110,405

四半期包括利益  － － 334,228 － － 110,405 110,405 444,633

新株予約権の行
使

 344 344 － － － － － 689

自己株式の処分 7 － 75,613 － 310,375 － － － 385,988

株式報酬取引  － － － － 1,908 － 1,908 1,908

新株予約権の発
行

 － － － － 2,137 － 2,137 2,137

所有者との
取引額等合計

 344 75,958 － 310,375 4,046 － 4,046 390,724

四半期末残高  601,766 632,800 4,070,101 △389,980 13,589 158,485 172,075 5,086,763
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 注記
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前四半期利益  271,927 462,945

減価償却費及び償却費  7,586 42,693

株式報酬費用  2,109 1,908

従業員給付に係る負債の増減額  △40,078 1,097

金融収益及び金融費用  2,766 △12,186

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  △14,515 21,711

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  3,700 △1,466

その他の増減額  △51,799 △62,598

小計  181,698 454,105

利息の支払額  △1,957 △2,429

法人所得税の支払額  △199,195 △294,366

営業活動によるキャッシュ・フロー  △19,454 157,308

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △5,616 △834

資本性金融資産の取得による支出  － △99,473

敷金及び保証金の差入による支出  △88,676 △722

敷金及び保証金の回収による収入  74 37

保険積立金の解約による収入  74,876 57,192

子会社の取得による支出 ６ △256,148 △95,992

その他  △641 △218

投資活動によるキャッシュ・フロー  △276,132 △140,011

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  100,000 －

短期借入金の返済による支出  △8,300 △17,000

長期借入れによる収入  300,000 100,000

長期借入金の返済による支出  △73,286 △71,339

社債の償還による支出  △7,000 △7,000

新株予約権の発行による収入  － 2,137

ストック・オプションの行使による収入  409 689

リース負債の返済による支出  △12,472 △28,987

財務活動によるキャッシュ・フロー  299,350 △21,499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  3,763 △4,201

現金及び現金同等物の期首残高  3,925,835 4,250,479

現金及び現金同等物の四半期末残高  3,929,599 4,246,278
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ボードルア(以下「当社」という。)は日本の会社法に基づいて設立された株式会社であり、日本に所在す

る企業です。登記上の本社の住所はホームページ(https://www.baudroie.jp/)で開示しております。2024年５月31日

に終了する要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社(以下、「当社グループ」という。)により構成されてお

ります。当社グループはITインフラストラクチャ事業を行っており、主な事業内容はITインフラストラクチャ領域の

コンサルティングから設計、構築、マネージドサービスまで専門技術を活かしたサービスを提供しております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRS会計基準に準拠している旨及び初度適用に関する事項

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特

定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

当社グループは2024年３月１日に開始する当連結会計年度の第１四半期連結会計期間よりIFRS会計基準を初めて

適用しており、当連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRS会計基準に準拠して作成する最初の連結財務諸表とな

ります。IFRS会計基準への移行日は2023年３月１日です。

当社グループはIFRS会計基準への移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」(以下「IFRS第１

号」という。)を適用しております。また、IFRS会計基準への移行が、当社グループの財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に与える影響は「14．初度適用」に記載しております。

 
(2) 測定の基礎

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き取得原価を基礎として作成されております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(千円単位、単位未満切捨て)で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

以下の会計方針は、本要約四半期連結財務諸表(移行日の連結財政状態計算書を含む)に記載されているすべての期

間に適用しております。

 
(1) 連結の基礎

連結財務諸表には、すべての子会社を含めております。子会社は、当社グループにより支配されている企業をい

います。当社グループが以下の各要素をすべて有している場合にのみ、投資先を支配していると考えております。

・投資先に対するパワー

・投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利

・投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力

当社グループによる支配の有無は、議決権又は類似の権利の状況や投資先に関する契約内容などに基づき、総合

的に判断しております。

子会社の収益及び費用は、子会社の取得日から連結財務諸表に含めております。

子会社の決算日は当社の決算日と一致しております。当社及び子会社は、類似の状況における同様の取引及び事

象に関し、統一した会計方針を用いて作成しております。

当社グループ内の残高、取引高、収益及び費用は、重要性が乏しい場合を除き、全額を相殺消去しております。

子会社に対する所有持分の変動のうち、子会社に対する支配の喪失とならないものについては、資本取引として

処理することとしております。支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得又は損失は純損益で認識する

こととしております。
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(2)企業結合

企業結合は、取得法を用いて会計処理をしております。

取得対価は、取得企業が移転した資産、引き受けた負債及び発行した資本持分の取得日公正価値の合計額で測定

しております。

のれんは、取得対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に所有していた被取得企業の資本持

分の公正価値の合計金額が、取得日時点における識別可能な資産及び負債の正味価額を上回る場合に、その超過額

として測定しております。

企業結合を達成するために発生した取得関連コストは、発生時に費用として認識しております。

企業結合の当初の会計処理が本連結財務諸表の承認日までに完了しない場合、当社は、完了していない項目につ

いては暫定的な金額で報告しております。その後、新たに入手した支配獲得日時点に存在していた事実と状況につ

いて、支配獲得日時点に把握していたとしたら企業結合処理の認識金額に影響を与えていたと判断される場合、測

定期間の修正として、支配獲得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正しております。測定期間は支配獲得日か

ら最長で１年間としております。

 
(3)金融商品　

①非デリバティブ金融資産

(a)当初認識及び測定

非デリバティブ金融資産は、契約条項の当事者となった取引日に当初認識しております。営業債権及びその他の

債権については、これらの発生日に当初認識しております。

金融資産について、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、純

損益を通じて公正価値で測定する金融資産に、当初認識時において分類しております。

当初認識時において、金融資産をその公正価値で測定し、金融資産が純損益を通じて公正価値で測定するもので

ない場合には、金融資産の取得に直接起因する取引コストを加算しております。純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産の取引コストは、純損益に認識しております。

 
(i)償却原価で測定する金融資産

以下の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、

金融資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日

に生じる。

(ii)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産以外の金融資

産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な選択をした資本性

金融資産については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に分類しております。

(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融資産は、純

損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
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(b)事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおりに測定しております。

(i)償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しております。また、償却原価で測

定する金融資産に係る利息発生額は連結損益計算書の「金融収益」に含まれております。

(ii)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に係る公正価値の変動額は、その他の包括利益と

して認識しております。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、又は公正価値が著しく下落した場合、過去に

認識したその他の包括利益は利益剰余金に直接振り替えております。なお、当該金融資産からの配当金については

純損益として認識しております。

(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額は純損益

として認識しております。

 
(c)金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産、リース債権及び契約資産に係る予想信用損失に対する貸倒引当金を認識すること

としております。

当社グループは、四半期ごとに、金融資産の信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金

融資産に係る貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定することとしております。金融資産に係る信

用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を12か月の予想信用損

失に等しい金額で認識することとしております。金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している

か否かは、当初認識時における債務不履行発生リスクと各四半期における債務不履行発生リスクを比較して判断し

ております。

ただし、営業債権及びその他の債権については、常に、貸倒引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定

しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力をかけず

に利用可能な合理的で裏付け可能な情報

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒が法的に確定した段階で、予想信用損

失を帳簿価額から直接償却しております。貸倒引当金を減額する事象が発生した場合は、貸倒引当金の戻入額を純

損益で認識することとしております。

 
(d)認識の中止

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又は、当該金融資産の所有に係

るリスク及び便益を実質的にすべて移転する取引において、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契

約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。
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②非デリバティブ金融負債

(a)当初認識及び測定

非デリバティブ金融負債は、契約条項の当事者となった取引日に当初認識し、償却原価で測定する金融負債と純

損益を通じて公正価値で測定する金融負債に分類しております。すべての金融負債は公正価値で当初測定しており

ますが、償却原価で測定する金融負債については、その発行に直接起因する取引コストを控除した金額で測定して

おります。

 
(b)事後測定

(i)償却原価で測定する金融負債

償却原価で測定しております。また、償却原価で測定する金融負債に係る利息発生額は連結損益計算書の「金融

費用」に含まれております。

(ii)純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で測定し、公正価値の変動は純損益として認識しており

ます。

 
(c)認識の中止

金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消、又は失効となった場合に、金融負債

の認識を中止しております。

 
③金融商品の相殺

金融資産及び金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は資

産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示してお

ります。

 
④デリバティブ

当社グループは、金利変動等によるリスクに対処するため、金利スワップ等のデリバティブ契約を締結しており

ます。これらのデリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識し、デリバティブの取得に直接起因

する取引コストは全て発生時に純損益として認識しております。当初認識後は公正価値で測定し、その変動は通

常、純損益で認識しております。

なお、上記のデリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。

 
(4)現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動リス

クを負わない取得日から３か月以内に満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(5)有形固定資産

有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上

しております。

取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除却及び原状回復費用の見積額が含まれております。

有形固定資産の取得原価から残存価額を控除した償却可能額を耐用年数にわたって、定額法により減価償却して

おります。主な有形固定資産の耐用年数は、以下のとおりです。

建物及び構築物 ８～15年

工具、器具及び備品 ２～15年
 

有形固定資産の残存価額、耐用年数及び減価償却方法は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じて改

定しております。

 
(6)のれん及び無形資産

①のれん

当初認識時におけるのれんの測定については、「(2)企業結合」に記載しております。当初認識後ののれんについ

ては、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。

減損については、「（8）非金融資産の減損」に記載しております。

②無形資産

無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上しており

ます。個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

無形資産は、当該資産の耐用年数にわたり定額法により償却しております。償却は、当該資産が使用可能となっ

た時点に開始しております。主な無形資産の耐用年数は、以下のとおりです。

ソフトウエア ５年
 

耐用年数を確定できる無形資産の耐用年数及び償却方法は連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じて

改定しております。

 
(7)リース

契約の開始時に、当該契約がリース又はリースを含んだものであるのかどうかを判定しております。契約が特定

された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか

又はリースを含んでおります。

リースの開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しております。使用権資産は開始日において取得原

価で測定しております。取得原価は、リース負債の当初測定額に、開始日又はそれ以前に支払ったリース料を調整

し、発生した当初直接コストと原資産の解体及び除去、原資産又は原資産の設置された敷地の原状回復の際に生じ

るコストの見積りを加え、受領したリース・インセンティブを控除して測定しております。開始日後においては、

原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定しております。また、開始

日から使用権資産の耐用年数又はリース期間の終了時のいずれか早い時まで減価償却しております。リース期間

は、リースの解約不能期間に、行使することが合理的に確実な延長オプション又は行使しないことが合理的に確実

な解約オプションの期間を加えて決定しております。

　リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料を割り引いた現在価値で測定しておりま

す。通常、追加借入利子率を割引率として用いております。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支払

われたリース料を反映するようにリース負債の帳簿価額を増減しております。リース負債を見直した場合又はリー

スの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定し使用権資産を修正しております。

　なお、短期リース及び少額資産のリースについてIFRS第16号「リース」第６項を適用し、リース料をリース期

間にわたり定額法により費用認識しております。

 
(8)非金融資産の減損

繰延税金資産を除く非金融資産は、減損している可能性を示す兆候があるか否かを判断し、減損の兆候が存在す

る場合には、当該資産または資金生成単位の回収可能価額を見積っております。減損の兆候の有無に係わらず、の

れんについては毎期減損テストを実施しております。

回収可能価額は、資産または資金生成単位の使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうち、いずれか高い金額

としております。使用価値は、資産の継続的使用及び最終的な処分から発生する将来キャッシュ・イン・フロー及

びアウト・フローの見積額を貨幣の時間価値及び当該資産の固有のリスクの市場評価を反映した税引前の割引率に
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より割り引いて算定した現在価値です。

資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合に、当該帳簿価額を回収可能価額まで減額する

とともに、当該減額を減損損失として純損益に認識しています。

過去に減損損失を認識した資産または資金生成単位について、減損損失が既に存在しないか、あるいは減少して

いる可能性を示す兆候がある場合で、当該資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を上回るときは、減

損損失を戻し入れることとしております。この場合、減損損失を認識しなかった場合の減価償却または償却控除後

の帳簿価額を上限として、資産の帳簿価額を回収可能価額まで増額することとなります。

 
(9)引当金

過去の事象の結果として、合理的に見積り可能な法的又は推定的債務を現在の負債として負っており、当該債務

を決済するために経済的便益の流出が生じる可能性が高い場合に、引当金を認識しております。

引当金は、報告期間の末日における現在の債務を決済するために要する支出（将来キャッシュ・フロー）の最善

の見積りを行い測定しております。貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合には、見積られた将来キャッ

シュ・フローをその負債に固有のリスクを反映させた税引前の割引率で割り引いた現在価値で測定しております。

引当金の内容は資産除去債務であります。当社グループは、本社事務所等の不動産賃貸借契約に基づく退去時に

おける原状回復義務を資産除去債務として認識しております。

 
(10)従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しており

ます。賞与及び有給休暇費用については、当社グループが、従業員から過去に提供された勤務の対価として支払う

べき現在の法的又は推定的債務を負っており、かつ、その金額について信頼性をもって見積ることができる場合、

それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として認識しております。

 
(11)政府補助金

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、かつ、補助金が受領されることについて合理的な保証が

得られた時に認識しております。

収益に関する政府補助金は、純損益として認識し、その他の収益に計上しています。

 
(12)資本

①資本金及び資本剰余金　

当社が発行する資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に認識しております。また、その発行に直

接起因する取引コストは資本剰余金から控除しております。

②自己株式

自己株式を取得した場合には、取得原価で認識し、資本から控除して表示しております。また、その取得に直接

起因する取引コストは、資本から控除しております。

 
(13)株式報酬

当社グループは、取締役及び従業員等に対するインセンティブ制度として、ストック・オプション制度を採用し

ており、持分決済型として会計処理しております。

ストック・オプションは、付与日における公正価値によって見積り、最終的に権利確定すると予想されるストッ

ク・オプションの数を考慮した上で、権利確定期間にわたって費用として認識し、同額を資本の増加として認識し

ております。付与されたオプションの公正価値は、オプションの諸条件を考慮し、ブラック・ショールズモデルや

二項モデル等を用いて算定しております。また、その後の情報により確定すると見込まれるストック・オプション

の数が従前の見積りと異なることが示された場合には、必要に応じて権利確定数の見積りを修正しております。
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(14)収益

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した商品又は役務を顧客に移転し、顧客が当該商

品又は役務に対する支配を獲得した時に収益を認識しております。

　ステップ１：契約の識別

　ステップ２：履行義務の識別

　ステップ３：取引価格の算定

　ステップ４：履行義務への取引価格の配分

　ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

 
当社グループでは、顧客に対してITインフラストラクチャ分野のコンサルティングから設計、構築、マネージド

サービスまで専門技術を活かしたサービスを提供しております。主な履行義務は、顧客の要求・仕様に応じたソ

リューション提供であり、契約期間に対する役務提供の経過期間や作業時間等に応じて履行義務が充足されるもの

であることから、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識して

おります。なお、進捗度を合理的に見積もることができない場合で、当該履行義務を充足する際に発生する費用を

回収することが見込まれるものについては、原価回収基準により収益を認識しております。

 
顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産は、当該資産の償却期間が１年以内である場合を

除き、当該資産に関連するサービスの顧客への移転に合わせて規則的に償却しています。当該資産の償却期間が一

年以内である場合はIFRS第15号で規定される実務上の便法を適用し、契約獲得のための増分コストを発生時に費用

処理しています。

 
(15)金融収益及び金融費用

金融収益は、主として受取利息、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動等から構成され

ております。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。

金融費用は、主として支払利息、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動等から構成され

ております。支払利息は、実効金利法により発生時に認識しております。

 
(16)法人所得税

法人所得税は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、直接資本又はその他の包括利益に認識

する項目を除き、純損益に認識しております。

①当期税金

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。税額の算定

に使用する税率及び税法は、決算日までに制定又は実質的に制定されたものです。

②繰延税金

繰延税金は、報告期間の末日における資産及び負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との間の一時差異等に基づ

いて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除及び繰越欠損金について、そ

れらを回収できる課税所得が生じると見込まれる範囲において認識し、繰延税金負債は、原則として、将来加算一

時差異について認識しております。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

・のれんの当初認識から生じる一時差異

・会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引（企業結合取引を除く）によって発生する資産及

び負債の当初認識により生じる一時差異

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来加算一時差異について、解消

する時期をコントロールでき、かつ、予測可能な将来にその差異が解消されない可能性が高い場合

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来減算一時差異のうち、予測可

能な将来に当該一時差異が解消する可能性が高くない場合又は当該一時差異の使用対象となる課税所得が稼得され

る可能性が高くない場合

単一の取引から資産と負債の両方を同額で認識する特定の取引については、認識される資産に係る将来加算一時

差異に対し繰延税金負債を、認識される負債に関する将来減算一時差異に対し繰延税金資産を、それぞれ当初認識

する方法を採用しております。
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繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定又は実質的に制定されている法定税率（及び税法）に基づいて、資

産が実現される又は負債が決済される期に適用されると予想される税率（及び税法）によって測定されます。

繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期税金資産及び当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有して

おり、かつ以下のいずれかの場合に相殺しております。

・法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合

・異なる納税主体に課されているものの、これらの納税主体が当期税金資産及び当期税金負債を純額ベースで決

済することを意図している、もしくは資産の実現と負債の決済を同時に行うことを意図している場合

 
繰延税金資産の帳簿価額は各報告期間の末日現在で再検討しております。一部又は全部の繰延税金資産の便益を

実現させるだけの十分な課税所得を稼得する可能性が高くなくなった場合、繰延税金資産の帳簿価額をその範囲で

減額しております。また、当該評価減額は、十分な課税所得を稼得する可能性が高くなった範囲で戻し入れており

ます。

要約四半期連結財務諸表における法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

 
(17)１株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、各報告期間の自己株式を調整した発行

済普通株式の期中平均株式数で除して計算しております。

希薄化後１株当たり当期利益は、すべての希薄化性潜在的普通株式による影響について調整して計算しておりま

す。
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４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループは、要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報

告額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び

利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に

基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性

があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積り

を見直した期間及び将来の期間において認識しております。

当社グループの要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える会計上の判断、見積り及び仮定は、主に以下

の通りです。

 
(1) リースの識別（「３．重要性がある会計方針(7)」）

(2) 非金融資産の減損（「３．重要性がある会計方針(8)」）

(3) 株式報酬取引の公正価値の測定（「３．重要性がある会計方針(13)」）

(4) 繰延税金資産の回収可能性の判断（「３．重要性がある会計方針(16)」）

 

５．セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、ITインフラストラクチャ事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

 
６．企業結合

前第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

①　企業結合の概要

(a) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　　：ALJOY株式会社

被取得企業の事業の内容：ネットワーク・サーバーインテグレーション事業

 
(b) 取得日

2023年３月17日

 
(c) 取得した議決権比率

100％

 
(d) 企業結合の主な理由

ALJOY株式会社は、当社と同分野である、ネットワーク・サーバー分野に強みを持つ会社です。ALJOY株式会社

が当社グループに加わり、当社の先端技術におけるナレッジを共有し、グループ全体としてより一層の事業拡大

を図るため、株式を取得することといたしました。

 
(e) 被取得企業の支配を獲得した方法

現金を対価とする株式取得
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②　取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値（注）１

 (単位：千円)

科目 金額

支払対価の公正価値(現金) 350,000

流動資産 176,925

うち、現金及び現金同等物 93,851

非流動資産 45,331

流動負債 △98,334

非流動負債 △105,169

純資産 18,753

のれん(注)２ 331,246
 

(注) １．当該企業結合に係る取得関連コスト1,500千円を要約四半期連結財務諸表の「販売費及び一般管理費」に含

めております。

２．のれんの主な内容は、今後の事業展開や当社グループと被取得企業とのシナジーにより期待される将来の

超過収益力です。また、税務上損金算入が見込まれるものはありません。

 
③　子会社の取得による支出

 (単位：千円)

科目 金額

現金による取得対価 350,000

取得日に被取得企業が保有していた現金及び現金同
等物

△93,851

子会社の取得による支出 256,148
 

 

④　企業結合に係る取得日以降の損益情報

当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及び、当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合の損益情報は、

重要性が乏しいため記載しておりません。
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当第１四半期連結累計期間(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)

①企業結合の概要

(a)被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　　： 株式会社FunClock

被取得企業の事業の内容：システム開発・設計、システム運用・保守、評価・検証・品質管理

 
(b)取得日

2024年３月７日

 
(c)取得した議決権比率

企業結合直前に所有している議決権比率 ―％

現金対価により取得する議決権比率 55.0％

株式交換により取得する議決権比率 45.0％

取得後の議決権比率 100.0％
 

 
 
(d)企業結合の主な理由

当社及び当社子会社（以下「当社グループ」といいます。）は、ITインフラストラクチャ分野の中でも、先端

技術分野に主軸を置いた事業を行っております。また、FunClockはテスト・検証領域に強みを持つ会社でありま

す。

現状、当社の専門人材・高度専門人材が企画・提案から運用フェーズまでを担っておりますが、FunClockのナ

レッジ及びリソースをITインフラストラクチャにおけるテスト・検証に応用することによって、サービスの効率

化を図ることを目的とし、同社を完全子会社化することといたしました。

 
(e)被取得企業の支配を獲得した方法

現金を対価とする株式取得及び株式交換

 
(f)本株式交換に係る割当の内容

 
当社

(株式交換完全親会社)
FunClock

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当て比率
（株式交換比率）

１ 110.6797

本株式交換により交付す
る株式数

当社普通株式：99,610株
 

（注）１．当社は、FunClockの普通株式１株に対して、当社普通株式110.6797株を割当交付します（但し、株式交換の

効力発生日時点において当社が保有するFunClockの普通株式を除きます。）。

２．本株式交換により交付した当社株式は、全て当社が保有する自己株式を充当しております。

３．当社は、本株式交換の株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）の公平性・妥当性を確保する

ため、当社及びFunClockから独立した第三者算定機関として南青山FASを選定し、株式交換比率の算定を依頼

しました。算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果、及び対象会社に対して実施したデューデリ

ジェンスの結果等を踏まえて、FunClockの財務状況や将来の見通し等を総合的に勘案し、当事者間で交渉・

協議を重ねた結果、本株式交換比率が妥当であると判断しました。

 
(g)主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　2,200千円
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②取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値（注）１

 (単位：千円)

科目 金額

支払対価の公正価値（現金） 385,000

支払対価の公正価値（株式交換） 385,988

流動資産 527,031

　うち、現金及び現金同等物 289,007

非流動資産 84,642

流動負債 △188,417

非流動負債 △229,740

純資産 193,515

のれん(注)２ 577,472
 

(注)１．当該企業結合に係る取得関連コスト2,200千円を要約四半期連結財務諸表の「販売費及び一般管理費」に含め

ております。

２．のれんの主な内容は、今後の事業展開や当社グループと被取得企業とのシナジーにより期待される将来の超過

収益力です。認識されたのれんのうち、税務上損金算入が見込まれるものはありません。なお、のれんの金

額は、取得原価の配分が完了していないため、現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定しておりま

す。

 

③子会社の取得による支出

 (単位：千円)

科目 金額

現金による取得対価　 385,000

取得日に被取得企業が保有していた現金及び現金同等

物
△289,007

子会社の取得による支出 95,992
 

 
④企業結合に係る取得日以降の損益情報

要約四半期連結損益計算書に含まれている、FunClockの取得日からの業績は下記のとおりです。

（単位：千円）

項目
当第１四半期連結累計期間
（自　2024年３月１日　
　　至　2024年５月31日）

売上収益 296,077

四半期利益 42,340
 

 
 ⑤プロフォーマ情報

当該企業結合が期首に行われたと仮定した場合の損益情報は、要約四半期連結損益計算書に与える影響額に重要性

が乏しいため、記載を省略しております。
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７．資本及びその他の資本項目

(1) 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりです。

(単位：株)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

授権株式数   

普通株式（注）１ 28,800,000 28,800,000

発行済株式数   

期首残高 7,920,500 15,892,600

増加（注）２ 3,900 6,400

減少 - -

四半期末残高 7,924,400 15,899,000
 

(注)１．当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面普通株式であり、全額払込済です。

２．新株予約権の行使による増加であります。

 

(2) 自己株式

自己株式の増減は、以下のとおりです。

(単位：株)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

期首残高 95 224,768

増加 － -

減少（注）１  △99,610

四半期末残高 95 125,158
 

(注)１．当第１四半期連結累計期間における自己株式の減少は、株式会社FunClockを株式交換完全子会社とする簡易株

式交換によるものであります。

 

８．配当金

(1)配当金支払額

前第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)

該当事項はありません。

 
(2)基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。
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９．売上収益

収益の分解

当社グループは、単一セグメントのITインフラストラクチャ事業を展開しております。顧客との契約から認識し

た収益の分解は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

 (単位：千円)

 合計

収益認識時点  

一時点で充足 ―

一定の期間にわたり充足 1,676,002

合計 1,676,002

  

顧客との契約から認識した収益 1,676,002

その他の収益 ―

合計 1,676,002
 

 

当第１四半期連結累計期間(自　2024年３月１日　至　2024年５月31日)

 (単位：千円)

 合計

収益認識時点  

一時点で充足 ―

一定の期間にわたり充足 2,339,073

合計 2,339,073

  

顧客との契約から認識した収益 2,339,073

その他の収益 ―

合計 2,339,073
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10．１株当たり四半期利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりです。（注）

   (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

親会社の普通株主に帰属する四半期利益     

親会社の所有者に帰属する四半期利益 200,490 334,228 

親会社の普通株主に帰属しない金額 － － 

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益

200,490 334,228 

     

発行済普通株式の期中平均株式数 15,845,614株 15,742,065株

     

基本的１株当たり四半期利益 12.65円 21.23円
 

 

(2) 希薄化後１株当たり四半期利益

希薄化後１株当たり四半期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりです。（注）

   (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
 至　2024年５月31日)

希薄化後の普通株主に帰属する四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益

200,490 334,228 

四半期利益調整額 － － 

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に
使用する四半期利益

200,490 334,228 

     

発行済普通株式の期中平均株式数 15,845,614株 15,742,065株

希薄化性潜在的普通株式の影響：新株予約権 161,543株 127,381株

希薄化効果の調整後 16,007,157株 15,869,446株

     

希薄化後１株当たり四半期利益 12.53円 21.06円
 

 

（注）当社は、2023年11月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益を算定しており

ます。
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11．金融商品

(1) 金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりです。なお、公正価値で測定する金融商品

及び帳簿価額と公正価値が近似している金融商品については、以下の表には含めておりません。

   (単位：千円)

 
移行日

(2023年３月１日)
前連結会計年度
(2024年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融負債       
償却原価で測定する金融
負債

      

社債 62,000 61,768 23,000 22,782 16,000 15,913

長期借入金 498,415 494,935 778,682 774,923 1,014,272 1,007,636

合計 560,415 556,704 801,682 797,705 1,030,272 1,023,549
 

 
(2)公正価値の測定方法

　経常的に公正価値で測定する金融商品の公正価値の測定方法は、以下のとおりです。　

(a)その他の金融資産

　株式、国債及び社債については、活発な市場における同一銘柄の市場価格が入手できる場合の公正価値は、当該市

場価格を使用して測定し、レベル１に分類することとしております。非上場株式及び出資金の公正価値については、

純資産価値に基づき必要な修正を行う等適切な評価方法により公正価値を算定しており、レベル３に分類しておりま

す。

 
(b)デリバティブ取引

　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しており、レベル２に分類しております。　

 
(3)公正価値で測定する金融商品のレベル別分類　

　金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットのう

ち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期末日に発生したものとして認識しております。

 
①公正価値で測定する金融資産及び金融負債　

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類した、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の内訳は、以下

のとおりです。

 

EDINET提出書類

株式会社ボードルア(E37133)

四半期報告書

32/51



 

移行日(2023年３月１日)

   (単位：千円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     
純損益を通じて公正価値で測定する負債

性金融資産
 -  -  30,000  30,000

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融資産

 
- -

 
48,287 48,287

デリバティブ資産 - 681 - 681

合計  - 681  78,287  78,968
 

 
前連結会計年度(2024年２月29日)

   (単位：千円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     
純損益を通じて公正価値で測定する負債

性金融資産
 -  -  30,000  30,000

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融資産

 
-

 
- 72,299 72,299

合計  -  -  102,299  102,299

金融負債     
デリバティブ負債  - 127  - 127

合計  - 127  - 127
 

 (注)　レベル１，２の間の振替はありません。

 
当第１四半期連結会計期間(2024年５月31日)

   (単位：千円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     
その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する資本性金融資産

 
-

 
-
 

 
165,789

 

 
165,789

 

デリバティブ資産  -  203  -  203

合計  -  203  165,789  165,993
 

(注)　レベル１，２の間の振替はありません。
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②レベル３に区分した金融商品

レベル３に区分した金融商品は株式及び出資金により構成されております。レベル３に区分した金融商品につい

て、期首残高から期末残高への調整表は以下の通りです。

(単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日

 至　2023年５月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自　2024年３月１日

 至　2024年５月31日)

期首残高      78,287     102,299

利得又は損失   
純損益           -           -

その他の包括利益           -      93,489

購入           -           -

売却           -    △30,000

その他           -           -

期末残高      78,287     165,789
 

(注)　その他の包括利益について、連結包括利益計算書における「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本

性金融資産」に表示しております。

 
レベル３に区分した金融商品については、適切な権限者に承認された公正価値測定の評価方針及び手続に従い、

担当部署が対象金融商品の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公正価値の測定結果については適切

な責任者が承認しております。なお、レベル３に区分した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的

に考え得る代替的な仮定に変更した場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。
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12．キャッシュ・フロー情報

重要な非資金取引（現金及び現金同等物を使用しない投資及び財務取引）である持分の発行による企業の取得は以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間（自 2023年３月１日　至　2023年５月31日）

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間（自 2024年３月１日　至　2024年５月31日）

株式会社FunClockを完全子会社化するために実施した株式交換による株式の交付は、非資金取引に該当します。

詳細は、「６.企業結合」をご参照ください。

 
13．重要な後発事象

取得による企業結合

当社は、2024年５月10日開催の取締役会において、ネットワークインテグレーション業務等を行う株式会社アク

ティアスの発行済み株式の一部を取得し（以下「本株式取得」といいます。）その後、当社を株式交換完全親会社、

アクティアスを株式交換完全子会社とする簡易株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、

2024年６月１日付ですべての持分の取得を完了しました。

 
(1) 企業結合の概要

 ① 被取得企業の名称および取得した事業の内容

被取得企業の名称 株式会社アクティアス

取得した事業の内容 ネットワークインテグレーション業務等
 

 
② 企業結合を行った主な理由

　アクティアスは当社が以前より出資している会社であり、当社と同分野である、ネットワーク・サーバー分野に

強みを持つ会社であることから、アクティアスが当社グループに加わり、当社の先端技術におけるナレッジを共有す

ることにより、将来的に当社グループの業績拡大に貢献すると考え、同社を完全子会社化することといたしました。

 
③ 取得日

2024年６月１日

 
④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする持分の取得及び株式交換

 
⑤ 取得した議決権比率

企業結合直前に所有している議決権比率 15.79％

現金対価により取得する議決権比率 9.47％

株式交換により取得する議決権比率 74.74％

取得後の議決権比率 100.0％
 

 
⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が株式取得及び株式交換により、アクティアスの議決権の100％を取得したことによるものです。
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 ⑦ 本株式交換に係る割当の内容

 
当社

(株式交換完全親会社)
アクティアス

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当て比率
（株式交換比率）

１ 160.0793

本株式交換により交付す
る株式数

当社普通株式：227,312株
 

（注）　１．当社は、アクティアスの普通株式１株に対して、当社普通株式160.0793株を割当交付します（但し、株

式　交換の効力発生日時点において当社が保有するアクティアスの普通株式を除きます。）。

２．本株式交換により交付する当社株式は、自己株式の交付125,158株及び新規の株式102,154株の発行を行う

予定です。

３．当社は、本株式交換の株式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）の公平性・妥当性を確保す

るため、当社及びアクティアスから独立した第三者算定機関として南青山FASを選定し、株式交換比率の算

定を依頼しました。算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果、及び対象会社に対して実施した

デューデリジェンスの結果等を踏まえて、アクティアスの財務状況や将来の見通し等を総合的に勘案し、

当事者間で交渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率が妥当であると判断しました。

 
⑧ 主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　2,200千円

 
(2)取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値

①支払対価

支払対価の公正価値（現金） 99,473 千円

支払対価の公正価値（株式交換） 744,446 千円
 

 
②発生するのれんの金額、発生原因

現時点では確定していません。

 
③企業結合日に受け入れる資産および引き受ける負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定していません。
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14．初度適用

当社グループは、当第１四半期連結会計期間からIFRS会計基準に準拠した要約四半期連結財務諸表を開示しておりま

す。我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準（以下「日本基準」という。）に準拠して作成された直近の

連結財務諸表は2024年2月29日に終了する連結会計年度に関するものであり、IFRS会計基準への移行日は2023年３月１日

です。

 
(1)遡及適用に対する免除規定

IFRS第１号は、IFRS会計基準を初めて適用する企業に対して、原則として遡及的にIFRS会計基準を適用すること

を求めております。ただし、一部について例外を認めており、当社グループが採用した免除規定は以下のとおりで

す。

①企業結合

移行日より前に行われた企業結合については、IFRS第３号「企業結合」を遡及適用しておりません。

②リース

移行日時点で存在する契約にリースが含まれているかどうかを、同日時点で存在する事実及び状況に基づいて判

定しております。また、リース負債を、残りのリース料を移行日現在の借手の追加借入利子率で割り引いた現在価

値で測定しております。原資産が少額もしくは短期リースに該当する場合の認識の免除について、移行日時点の状

況で判断しております。

③有形固定資産の原価に算入される廃棄負債

IFRS第１号では、有形固定資産の原価に算入される廃棄等の債務に関わる負債について、廃棄等の債務の発生当

初から遡及適用する方法、又は移行日時点で当該廃棄等の債務を測定する方法のいずれかを選択することが認めら

れています。当社グループは、有形固定資産の原価に算入される廃棄等の債務について、移行日時点で測定する方

法を選択しております。

④移行日以前に認識した金融商品の指定

移行日時点に存在する事実及び状況に基づき一部の資本性金融資産について、その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産として指定しております。

⑤株式報酬

移行日より前に権利確定した株式報酬に対しては、IFRS第２号「株式に基づく報酬」を適用しないことを選択し

ております。

 
(2)IFRS第１号の強制的な例外規定

IFRS第１号では、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中止」、「ヘッジ会計」、「非支配持分」及び

「金融資産の分類及び測定」等について、IFRS会計基準の遡及適用を禁止しております。当社グループはこれらの

項目について移行日より将来に向かって適用しております。

 
(3)調整表

日本基準からIFRS会計基準への移行が、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに及ぼす影

響は、以下のとおりです。なお、調整表の「表示組替」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、

「認識及び測定の差異」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼす項目を含めて表示しております。
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①　資本に対する調整

移行日(2023年３月１日)

      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産

　流動資産      流動資産

　　現金及び預金 3,925,835 -  -  3,925,835  現金及び現金同等物

　　売掛金及び契約資産 731,990 △24,703  -  707,286  営業債権及びその他の債権

　 前払費用 85,879 △85,879  -  -   
　　その他 3,775 106,807  20,504  131,087  その他の流動資産

 - 3,775  5,300  9,076 A その他の金融資産

　流動資産合計 4,747,481 -  25,805  4,773,286  流動資産合計

       
固定資産  -  -  -  非流動資産

　有形固定資産       
　　建物（純額） 21,507 3,992 5,134 30,633 B 有形固定資産

工具、器具及び備品（純

額）

3,992 △3,992 - -
  

　無形固定資産 - -  -  -   
　　のれん 215,484 -  -  215,484 C のれん

　　その他 72 -  -  72  無形資産

　　投資有価証券 3,000 73,064  108,248  184,313 A,B,D,Eその他の金融資産

　　繰延税金資産 35,956 -  △20,257  15,698 F 繰延税金資産

　　その他 200,089 △73,064  95,291  222,316  その他の非流動資産

　固定資産合計 480,102 -  188,416  668,519  非流動資産合計

資産合計 5,227,584 -  214,221  5,441,805  資産合計
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      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債

　流動負債      流動負債

　　買掛金  10,498  57,271  △14,780  52,988  営業債務及びその他の債務

１年以内償還予定の社債 39,000 137,274 - 176,274  社債及び借入金

１年以内返済予定の長期

借入金
137,274 △137,274 - -   

  -  -  26,123  26,123 A リース負債

　　未払金  57,271  △57,271  -  -   
　　未払費用  463,404  △463,404  -  -   
　　未払法人税等  227,690  -  -  227,690 F 未払法人所得税

　　賞与引当金  6,811  △6,811  -  -   
  -  -  29,893  29,893 B 引当金

　　その他  186,809  470,215  117,917  774,942 G その他の流動負債

　　流動負債合計  1,128,758  -  159,154  1,287,912  流動負債合計

       
固定負債      非流動負債

　社債  23,000  361,141  -  384,141  社債及び借入金

　長期借入金  361,141  △361,141  -  -   
  -  -  5,283  5,283 A リース負債

   2,229 2,229 B 引当金

　　固定負債合計 384,141 - 7,512 391,653  非流動負債合計　

負債合計 1,512,900 - 166,666 1,679,566  負債合計　

       
純資産の部      資本　

資本金 599,361 - - 599,361  資本金

資本剰余金 554,782 - - 554,782  資本剰余金

利益剰余金 2,558,702 -  16,134 2,574,837 H 利益剰余金

自己株式 △272 -  - △272  自己株式

新株予約権 2,109 △2,109  - -   
  2,109 31,420 33,530  その他の資本の構成要素

  - -  3,762,239  
親会社の所有者に帰属する持

分合計

純資産合計 3,714,683 -  47,555  3,762,239  資本合計

負債純資産合計 5,227,584 -  214,221  5,441,805  負債及び資本合計
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前第１四半期連結会計期間(2023年５月31日)

      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産　

　流動資産      流動資産

　　現金及び預金  3,929,599  -  -  3,929,599  現金及び現金同等物

　　売掛金及び契約資産  822,444  △42,994  -  779,449  営業債権及びその他の債権

　　その他  95,341  38,834  23,372  157,548  その他の流動資産

  -  4,159  7,078  11,237 A その他の金融資産

　流動資産合計  4,847,385  -  30,450  4,877,836  流動資産合計

       
　固定資産      非流動資産　

　　有形固定資産  34,073  -  14,263  48,336 B 有形固定資産

  -  -  66,419  66,419 A 使用権資産

　　無形固定資産  -  -  -  -   
　　のれん  521,190  -  25,539  546,730 C のれん

　　その他  36  -  -  36  無形資産

  -  -  -  -   
　投資その他の資産  -  -  -  -   
　　投資有価証券  3,000  169,840  108,030  280,870 A,B,D,Eその他の金融資産

　　繰延税金資産 48,709  -  △2,482  46,227 F 繰延税金資産

　　その他 240,825 △169,840  60,103 131,088  その他の非流動資産

　固定資産合計  847,835  -  271,874  1,119,709  非流動資産合計

資産合計  5,695,220  -  302,325  5,997,545  資産合計
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      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債　

　流動負債      流動負債　

　　買掛金  15,594 66,292  △14,780  67,106  営業債務及びその他の債務

　　短期借入金  91,700  230,090  -  321,790  社債及び借入金

１年以内償還予定の社債  39,000  △39,000  -  -   
１年以内返済予定の長期

借入金

191,090 △191,090 - -
  

 -  -  57,711  57,711 A リース負債

　　未払法人税等  115,413  -   △15,374

 

100,039
F 未払法人所得税

　　賞与引当金  68,068  △68,068  -  -   
　　受注損失引当金  196  △196  -  -   
  -  196  29,893  30,090 B 引当金

　　その他  611,615  1,776  133,876  747,268 G その他の流動負債

　流動負債合計  1,132,679  -  191,327  1,324,006  流動負債合計

       
固定負債      非流動負債　

　社債  16,000  631,160  -  647,160  社債及び借入金

　長期借入金  631,160  △631,160  -  -   
  -  -  49,107  49,107 A リース負債

  -  -  127  127 E その他の金融負債

  -  -  11,896  11,896 B 引当金

　固定負債合計  647,160  -  61,130  708,290  非流動負債合計　

負債合計  1,779,839  -  252,457  2,032,296  負債合計　

       
純資産の部      資本　

資本金  599,566  -  -  599,566  資本金

資本剰余金  554,987  -  -  554,987  資本剰余金

利益剰余金  2,756,881  -  18,447  2,775,328 H 利益剰余金

自己株式  △272  -  -  △272  自己株式

新株予約権  4,219  △4,219  -  -   
  4,219 31,420 35,639  その他の資本の構成要素

     3,965,248
 

親会社の所有者に帰属する持

分合計

純資産合計  3,915,381  -  49,867  3,965,248  資本合計

負債純資産合計  5,695,220  -  302,325  5,997,545  負債及び資本合計
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前連結会計年度(2024年２月29日)

      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び
測定の差異

IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部      資産　

　流動資産      流動資産

　　現金及び預金 4,250,479 - - 4,250,479  現金及び現金同等物

　　売掛金及び契約資産 989,179 △38,199 - 950,979  営業債権及びその他の債権

　　前払費用 91,640 △91,640 - -   
　　その他 5,621 126,656 13,866 146,145  その他の流動資産

 - 3,183 4,693 7,876 A その他の金融資産

　流動資産合計 5,336,920 - 18,560 5,355,481  流動資産合計

       
　固定資産      非流動資産

　　有形固定資産       
　　　建物（純額） 138,318 28,208 69,168 235,695 B 有形固定資産

工具、器具及び備品

（純額）
28,208 △28,208 - -   

   366,512 366,512 A 使用権資産

　無形固定資産       
　のれん 471,792 - 74,938 546,730 C のれん

　その他 - - - -  無形資産

       
　投資その他の資産       
　　投資有価証券 3,000 163,098 104,352 270,451 A,B,D,Eその他の金融資産

　　繰延税金資産  50,079  -  11,649  61,729 F 繰延税金資産

　　その他 231,392 △163,098 34,234 102,527  その他の非流動資産

　固定資産合計 922,791  -  660,856  1,583,647  非流動資産合計

資産合計 6,259,712  -  679,416  6,939,128  資産合計
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      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部      負債及び資本

      負債　

　流動負債      流動負債　

　　買掛金 15,610 63,506 △14,780 64,336  営業債務及びその他の債務

　　短期借入金 17,000 216,163 - 233,163  社債及び借入金

１年以内償還予定の社債 14,000 △14,000 - -   
１年以内返済予定の長期

借入金
202,163 △202,163 - -   

 - - 135,832 135,832 A リース負債

　　未払金 63,506 △63,506 - -   
　　未払費用 603,204 △603,204 - -   
　　未払法人税等 330,973 - - 330,973 F 未払法人所得税

　　契約負債 453 △453 - -   
　　賞与引当金 15,304 △15,304 - -   
　　受注損失引当金 2,797 △2,797 - -   
 - 2,797 - 2,797 B 引当金

　　その他 211,334 618,962 132,124 962,421 G その他の流動負債

　流動負債合計 1,476,347 - 253,176 1,729,523  流動負債合計

       
固定負債      非流動負債　

　社債 9,000  576,519  -  585,519  社債及び借入金

　長期借入金 576,519  △576,519  -  -   
 - - 299,968 299,968 A リース負債

 - - 67 67 E その他の金融負債

 - - 72,644 72,644 B 引当金

　固定負債合計 585,519  -  372,680  958,199  非流動負債合計　

負債合計 2,061,866  -  625,856  2,687,723  負債合計　

       
純資産の部      資本　

　資本金 601,421 - - 601,421  資本金

　資本剰余金 556,842 - - 556,842  資本剰余金

　利益剰余金 3,730,393  -  5,479  3,735,873 H 利益剰余金

　自己株式 △700,355  -  -  △700,355  自己株式

　新株予約権 9,543  △9,543  - -   
  9,543 48,080 57,623  その他の資本の構成

     4,251,405
 

親会社の所有者に帰属する持

分合計

純資産合計 4,197,845 - 53,559 4,251,405  資本合計

負債純資産合計 6,259,712 -  679,416  6,939,128  負債及び資本合計
 

 

EDINET提出書類

株式会社ボードルア(E37133)

四半期報告書

43/51



 

②　包括利益に対する調整

前第１四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年５月31日)

      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高  1,676,002  -  - 1,676,002  売上収益

売上原価  1,102,541  -  4,988 1,107,530 G 売上原価

売上総利益  573,460  -  △4,988  568,472  売上総利益

販売費及び一般管理費  307,383  541  △12,306  295,617 A,B,C,G販売費及び一般管理費

   1,840  -  1,840  その他の収益

  -  3,751  △3,751  -  その他の費用

営業利益  266,077  △2,453  11,069  274,694  営業利益

営業外収益  1,840  △1,840  -  -   
営業外費用  1,922  △1,922  -  -   
特別利益  36,264 △36,264 -  -   
特別損失  3,751 △3,751 -  -   
  -  36,264  △36,264  -  金融収益

  -  1,922  844  2,766 A,D 金融費用

税金等調整前四半期純利益  298,507  △541 △26,038  271,927  税引前四半期利益

法人税等合計  100,329  △541  △28,350  71,437 F 法人所得税費用

四半期純利益  198,178  -  2,312  200,490  四半期利益

       
その他の包括利益 - - - -  その他の包括利益

 - - - -  
純損益に振り替えられること

のない項目

  -  -  -  -  
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産

その他の包括利益合計  -  -  -  -  その他の包括利益

四半期包括利益  198,178 -  2,312  200,490  四半期包括利益
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前連結会計年度(自　2023年３月１日　至　2024年２月29日)

      (単位：千円)

日本基準表示科目 日本基準 表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 7,330,186 - - 7,330,186  売上収益

売上原価 4,585,700 - 40,649 4,626,349 G 売上原価

売上総利益 2,744,486 - △40,649 2,703,836  売上総利益

販売費及び一般管理費 1,177,103 2,165 △30,191 1,149,078 A,B,C,G販売費及び一般管理費

 - 32,736 - 32,736 その他の収益

 - 31,806 △30,257 1,549 A その他の費用

営業利益 1,567,382 △1,235 19,799 1,585,945  営業利益

営業外収益 2,492 △2,492 - -   
営業外費用 11,435 △11,435 - -   
特別利益  93,828  △93,828 - -   
特別損失  30,257  △30,257 - -   
 -  63,584  △63,544  39 D 金融収益

 -  9,886  1,370  11,257 A,B 金融費用

税金等調整前当期純利益 1,622,010 △2,165 △45,116 1,574,727  税引前当期純利益

法人税等合計 450,319 △2,165  △34,461  413,692  法人所得税費用

当期純利益 1,171,690 -  △10,655  1,161,035  当期利益

       
その他の包括利益 - - - -  その他の包括利益

 - - - -  
純損益に振り替えられること

のない項目　

 - - 16,659 16,659 D
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産

その他の包括利益合計 - - 16,659 16,659  その他の包括利益

当期包括利益 1,171,690 -  6,004  1,177,694  当期包括利益
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③  調整に関する注記

(1) 表示組替

・  IFRSの表示規定に基づき、金融資産及び金融負債を別掲しています。

・  日本基準において区分掲記していた「売掛金及び契約資産」を、IFRS会計基準では売掛金部分を「営業債権

及びその他の債権」、契約資産を「その他の流動資産」として表示しております。

・  日本基準において区分掲記していた「前払費用」を、IFRS会計基準では「その他流動資産」として

　　 表示しております。

・  日本基準において区分掲記していた「受注損失引当金」を、IFRS会計基準では「引当金」（流動）に含めて

表示しております。

・  日本基準において区分掲記していた流動負債の「未払金」を、IFRS会計基準では、「営業債務及びその他の

債務」に含めて表示しております。

・  日本基準において区分掲記していた流動負債の「未払費用」、「契約負債」、「賞与引当金」を、IFRS会計

基準においては、「その他の流動負債」に含めて表示しております。

・  日本基準において「短期借入金」「１年内返済予定の長期借入金」、「１年内償還予定の社債」を区分掲記

しておりましたが、IFRS会計基準においては「社債及び借入金」（流動）として表示しております。

・  日本基準において「社債」「長期借入金」を区分掲記しておりましたが、IFRS会計基準においては「社債及

び借入金」（非流動）として表示しております。

・  日本基準においては区分掲記していた新株予約権について、IFRS会計基準においてはその他の資本の構成要

素に含めて表示しています。

・  日本基準において、営業外収益、営業外費用、特別利益及び特別損失に表示していた項目について、IFRS会

計基準においては財務関連項目を金融収益及び金融費用に、それ以外の項目をその他の営業収益及びその他

の営業費用に表示しています。

 
(2) 認識及び測定の差異

A リース

日本基準において、借手のリースはファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類し、オペレー

ティング・リースについては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っておりました。IFRS会計基準

では借手のリースについて当該分類を行わず、短期リース及び原資産が少額であるリースを除くすべてのリース

について使用権資産及びリース負債を認識しております。

 
B 有形固定資産

(1) 日本基準では、資産除去債務につき敷金から控除する会計処理を行っておりましたが、IFRS会計基準では負

債計上するとともに、対応する有形固定資産の取得原価に加算したうえで減価償却を行う会計処理を行って

おります。

(2) IFRS会計基準適用に伴い、減価償却方法等の見直しを行ったことにより、有形固定資産の減価償却費が変動

しております。

 
C のれん

日本基準において「のれん」についてはその効果の及ぶ期間を見積り、その期間で償却することとしておりま

したが、IFRS会計基準では移行日以降償却されないため、「販売費及び一般管理費」が減少し、「のれん」が増

加しております。

 
D 資本性金融商品、負債性金融商品

日本基準では、市場価格のない非上場株式等や満期保有目的の債券については取得原価で計上し、発行者の財

政状態等に応じて減損処理を行っておりました。IFRS会計基準では、それらの金融商品については公正価値で評

価し、事後的な変動を純損益として認識しております。ただし、資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通

じて公正価値で測定することを指定した金融資産については、公正価値の変動額をその他の包括利益として認識

しております。

 
E デリバティブ
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日本基準では特定の要件を満たす場合、金利スワップについて特例処理を適用しておりましたが、IFRS会計基

準では公正価値で測定するため、「その他の金融資産」（非流動）及び「その他の金融負債」(非流動)を調整し

ております。

 
F 税効果に関する調整

日本基準からIFRS会計基準への調整に伴い発生した一時差異に対して、法人所得税、繰延税金資産、繰延税金

負債を調整しております。また、IFRS会計基準の適用に伴い、すべての繰延税金資産の回収可能性を再検討して

おります。

 
G 従業員給付

日本基準では会計処理をしていなかった未消化の有給休暇について、IFRS会計基準ではその他の流動負債とし

て負債計上しております。

 
H 利益剰余金

(認識及び測定の差異)

IFRS会計基準適用に伴う利益剰余金への影響は、以下のとおりです(△は減少)。

   （単位：千円）

 
移行日

（2023年３月１日）

前第１四半期連結会計

期間

（2023年５月31日）

前連結会計年度

（2024年２月29日）

A　リース  -  8  250

B　有形固定資産  2,498  2,147  △242

C　のれん  -  16,466  65,864

D　資本性金融商品、負債性金融商品  94,468  69,308  50,380

E　デリバティブ  472  △88  △46

F　税効果に関する調整 - 15,374 -

G　従業員給付 △81,304 △84,768  △110,726

 合計  16,134 18,447 5,479
 

 
④　キャッシュ・フローに対する調整

前連結会計年度(自　2023年３月１日　至　2024年２月29日)

日本基準に基づく連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSに基づく連結キャッシュ・フロー計算書との間に、重

要な差異はありません。

 

15．承認日

2024年７月11日に要約四半期連結財務諸表は、取締役会によって承認されております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

  
 

　　2024年7月12日

 
株　式　会　社　ボ　ー　ド　ル　ア

　取　締　役　会　　御　中　　　　

 

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ 
　　　　東　京　事　務　所 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 早　　稲　　田　　宏

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 古　　川　　譲　　二

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ボードル

アの2024年3月1日から2025年2月28日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2024年3月1日から2024年5月31日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2024年3月1日から2024年5月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、

要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変

動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

ボードルア及び連結子会社の2024年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項

を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第1号

「財務諸表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け
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る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じ

させる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

(注)１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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